平成２６年１１月１７日
「復興支援士業ネットワーク」による無料相談会開催報告書
一般社団法人復興支援士業ネットワーク
代表理事　磯脇　賢二
1. はじめに
東日本談震災とその復興という大変な状況の中で、被災された皆様からの問い合わせや悩みに対応するため、法律や生活相談の話に限らず、不動産・登記・税金・年金・雇用問題・失業問題・保険・事業資金調達・二重ローン問題など様々な問題を抱える被災者の方々のあらゆる相談に応じ、皆さんのストレスを少しでも和らげ、地域の皆様に寄り添って活動をしていくために、一般社団法人復興支援士業ネットワークは、市民を対象とした無料相談会を１１月１７日と２３日に開催しました。
2. 一般社団法人復興支援士業ネットワークによる無料相談会について
主催
一般社団法人復興支援士業ネットワーク
協力
ＮＰＯ法人亘理いちごっこ（亘理）。淑徳大学。千葉商科大学
日時
平成２６年１１月１７日10：00～13：00まで（亘理）
１１月２３日10：00～15：00まで、（南三陸）
場所
亘理町内仮設住宅（平成２６年１１月１７日）

南三陸町内仮設住宅（平成２６年１１月２３日）
3. 来場者数

亘理
２０名


南三陸　４０名

4. 相談内容
相談内容は、お茶をすすりながら、会話中に振り込め詐欺についての話がでましたので、振り込め詐欺対策をすすめるのはどうしたらいいのかについてお話をしました。亘理の場合、宮城県北部と違い、仮設住宅から一般住宅への転居が進み、特に働き口のある若い世代が新築住宅を購入して仮設を巣立っていっている印象です。亘理町では、仮設住宅にお住まいの方も来年には、ほとんどが、仮設住宅を離れるということでした。残られる方のフォローをどうするか。個別化深刻化している悩みをいかに聞き出していくか。いかにフォローするか課題といえます。
5. プラン及び準備
東日本大震災で被災された皆様からの問い合わせや悩みに対応するため、法律や生活相談の話に限らず、不動産・登記・税金・年金・雇用問題・失業問題・保険・被災住宅の安全確保や修理方法・事業資金調達・事業再生・二重ローン問題など様々な問題を抱えております。そこで、宮城県行政書士会の有志行政書士、地元ファイナンシャルプランナー、地元NPOの協力を得て、今回、仮設住宅に入って被災された方の悩みを直接聞くことで被災者の方々の相談に応じる体制を作りました。
相談会開催に際しては、地元ＮＰＯや、仮設住宅の自治会長など地域のオピニオンリーダーといわれる人たちへの理解に重点を置きました。いつも課題にしている集客面では、イベントの中に入り参加するという形をとりました。亘理では、茶話会の中に相談員も入り、お茶をのみながらざっくばらんに話を聞いり、質問に答えたりしました。南三陸では、社団のコーナーを設けて、相談を行うという形をとりました。今回は、200枚のチラシを製作し、相談会開催の仮設住宅に直接チラシを配布して総合相談会開催をPRに務めました。
6. 総合相談会を開催して良かった点
· 良かった点
· 相談内容は、お茶をすすりながら、会話中に振り込め詐欺についての話がでましたので、振り込め詐欺対策をすすめるのはどうしたらいいのかについてお話をしました。「話を聞いて頂いて安心した。希望が持てました。同様」などとかおおむね好評でした。

7. 次回に向けての改善点
· １１月１７日の相談会は、当団体として初めて平日に行いました。平日午前中に茶話会形式で行いました。20名参加でした。体操をしたあとに、お茶をすすりながら、会話中に振り込め詐欺についての話がでましたので、振り込め詐欺対策をすすめるのはどうしたらいいのかについてお話をしました。協力団体としても初めての試みでしたので、みなさんが共通に興味を持っていることについては話をしますが、なかなか個別相談をしようとまでの雰囲気が残念ながらでませんでした。亘理は平成２７年４月までには、大部分の人が仮設住宅を離れ、復興住宅に移ります。生活再建について悩んでいると思います。いかに相談できるようにするのか新たな方法を考えていきたいと思います。

· 今は問題も個別化深刻化していて、相談会にでてきてもらうのにはどうしたらいいのか。大きな課題です。信頼関係の構築を図っていきます

· もっと、福祉の専門家の確保および連携に努めます。今回は、弁護士とFPが対応しました。今後は福祉分野の質問も来ることが想定されます。近いうちに弁護士か司法書士か行政書士（法律）FPや税理士（お金や税金全般）保健師もしくは社会福祉士（福祉）にまたがる包括的相談会を行いたいと計画しております。

· 東北復興を志す団体・地元で活動する士業団体・NPO・企業との提携しながら地元密着で相談会を実施するようにしていきます。そのために、総合相談会開催の事前告知に今後も力をいれていきます。地域の実情は絶えず変化をしております。その変化についていけるよう、地元NPOの協力を得ながら、地域の実情・市・町や県の実情の情報収集に努めます。
· 地元ＮＰＯからは、お茶サロンやわたり広報誌にて拡散を行い、まずは予約制で地元ＮＰＯで開催したらどうだろうかという意見が出ました。
8. おわりに
引き続き東北復興を継続して応援させて頂きたいと思いますので、今後ともご指導、ご鞭撻を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。
